
新旧対照表

第１条～第11条（略） 第１条～第11条（略）

（概算払の請求） （概算払の請求）
第12条（略） 第12条（略）
　(１)～(５)略 　(１)～(５)略

　(６)請求金額は、1,000円未満を切り捨てた金額とすること。
　(７)請求に当たっては、的確に出来高を把握し、所要額を請求しなければならないこと。

別表第１ 別表第１

補助金の名称 補助事業の種類 区分 対策種類 補助対象事業 経　費 補助率 補助金の名称 補助事業の種類 区分 対策種類 補助対象事業 経　費 補助率

１　（略） (1)（略） ア～オ（略） １～２（略） （略） １　（略） (1)（略） ア～オ（略） １～２（略） （略）

２　防災減災対策 (1)自然災害等対策 ア～ス（略） アからコの事業にあっては、 ２　防災減災対策 (1)自然災害等対策 ア～ス（略） アからコの事業にあっては、

セ　安全度評価 １～２　（略） １～２　（略）

サからセの事業にあっては、 サからスの事業にあっては、

１　定額 １　定額

２　１地区当たりの助成額の上限は、 ２　１地区当たりの助成額の上限は、

　1,000万円とする。 　1,000万円とする。

　　ただし、スの耐震性点検・調査を 　　ただし、スの耐震性点検・調査を

　行うものにあっては、ため池の場合、 　行うものにあっては、ため池の場合、

　上限は3,000万円 　上限は3,000万円

(2)（略） ア～イ（略） １～２（略） (2)（略） ア～イ（略） １～２（略）

(3)（略） ア～ウ（略） （略） (3)（略） ア～ウ（略） （略）

(4)（略） ア～エ（略） （略） (4)（略） ア～エ（略） （略）

３（略） (1)（略） ア～ウ（略） （略） ３（略） (1)（略） ア～ウ（略） （略）

新 旧

　(６)請求に当たっては、的確に出来高を把握し、所要額を請求しなければならないこと。

第13条～第19条（略） 第13条～第19条（略）

（略） （略） （略） （略）

　農業水路等防災
減災事業費

　農業水路等防災
減災事業費



別表第２～別表第３（第５条、第６条、第16条関係）（略） 別表第２～別表第３（第５条、第６条、第16条関係）（略）

別記第１号様式（第４条関係）～別紙１（略） 別記第１号様式（第４条関係）～別紙１（略）

別紙２

収入の部

区　　　　分 予　算　額 備　　考

円

県補助金

市町村費

その他

計

支出の部

区　　　　分 予　算　額 備　　考

円

１長寿命化対策

　(1)長寿命化対策

　　水利施設整備

　　機能保全計画策定等

　　実施計画策定

　　水利用調査・調整

　　耐震性点検・調査

２防災減災対策

　(1)自然災害等対策

　　ため池整備

　　湛水防除

　　地盤沈下対策

　　農業用用排水施設整備

　　土砂崩壊防止

　　特定農業用管水路等特別対策

　　農業用河川工作物応急対策

　　施設撤去・廃止

　　水質保全対策

　　利活用保全

　　機能保全計画策定等

　　実施計画策定

　　耐震性点検・調査

　　安全度評価

　(2)危機管理対策

　　　危機管理システム等整備

　　　安全確保対策

　(3)ため池防災環境整備

　　緊急的な防災対策

　　地域防災上のリスク除去

　　ハード整備の着手促進

　(4)流域治水対策

　　農業用用排水施設整備

　　危機管理システム等整備  

　　附帯安全施設整備  

　　管理体制強化対策

３ため池の保全・避難対策

　(1)ため池の保全・避難対策

　　ハザードマップ作成

　　監視・管理体制の強化

　　減災対策の実施

計

予算議決（又は予算議決予定）　　　　　年　　月　　日

収　　支　　予　　算　　書

（注）　変更申請する場合で、前回までの申請額に修正がある場合は、上段に行を追加して前回申請額を括弧書で
     記載し、下段に変更後申請額を記載してください。

別紙２

収入の部

区　　　　分 予　算　額 備　　考

円

県補助金

市町村費

その他

計

支出の部

区　　　　分 予　算　額 備　　考

円

１長寿命化対策

　(1)長寿命化対策

　　水利施設整備

　　機能保全計画策定等

　　実施計画策定

　　水利用調査・調整

　　耐震性点検・調査

２防災減災対策

　(1)自然災害等対策

　　ため池整備

　　湛水防除

　　地盤沈下対策

　　農業用用排水施設整備

　　土砂崩壊防止

　　特定農業用管水路等特別対策

　　農業用河川工作物応急対策

　　施設撤去・廃止

　　水質保全対策

　　利活用保全

　　機能保全計画策定等

　　実施計画策定

　　耐震性点検・調査

　(2)危機管理対策

　　　危機管理システム等整備

　　　安全確保対策

　(3)ため池防災環境整備

　　緊急的な防災対策

　　地域防災上のリスク除去

　　ハード整備の着手促進

　(4)流域治水対策

　　農業用用排水施設整備

　　危機管理システム等整備  

　　附帯安全施設整備  

　　管理体制強化対策

３ため池の保全・避難対策

　(1)ため池の保全・避難対策

　　ハザードマップ作成

　　監視・管理体制の強化

　　減災対策の実施

計

予算議決（又は予算議決予定）　　　　　年　　月　　日

収　　支　　予　　算　　書

（注）　変更申請する場合で、前回までの申請額に修正がある場合は、上段に行を追加して前回申請額を括弧書で
     記載し、下段に変更後申請額を記載してください。



参考様式１～別紙４の１（略） 参考様式１～別紙４の１（略）

別紙５～第15号様式（第16条関係）（略） 別紙５～第15号様式（第16条関係）（略）

別紙４の２

収入の部

区　　　　分 実績額 予算額 差引増減額 備　　考

円 円 円

県補助金

市町村費

その他

計

支出の部

区　　　　分 実績額 予算額 差引増減額 備　　考

円 円 円

１長寿命化対策

　(1)長寿命化対策

　　水利施設整備

　　機能保全計画策定等

　　実施計画策定

　　水利用調査・調整

　　耐震性点検・調査

２防災減災対策

　(1)自然災害等対策

　　ため池整備

　　湛水防除

　　地盤沈下対策

　　農業用用排水施設整備

　　土砂崩壊防止

　　特定農業用管水路等特別対策

　　農業用河川工作物応急対策

　　施設撤去・廃止

　　水質保全対策

　　利活用保全

　　機能保全計画策定等

　　実施計画策定

　　耐震性点検・調査

　(2)危機管理対策

　　　危機管理システム等整備

　　　安全確保対策

　(3)ため池防災環境整備

　　緊急的な防災対策

　　地域防災上のリスク除去

　　ハード整備の着手促進

　(4)流域治水対策

　　農業用用排水施設整備

　　危機管理システム等整備  

　　附帯安全施設整備  

　　管理体制強化対策

３ため池の保全・避難対策

　(1)ため池の保全・避難対策

　　ハザードマップ作成

　　監視・管理体制の強化

　　減災対策の実施

計

予算議決　　　　　年　　月　　日

収　　支　　精　　算　　書

（注）　前回までの申請額に修正がある場合は、上段に行を追加して前回申請額を括弧書で記載し、下段に変更後
　　　申請額を記載してください。　

別紙４の２

収入の部

区　　　　分 実績額 予算額 差引増減額 備　　考

円 円 円

県補助金

市町村費

その他

計

支出の部

区　　　　分 実績額 予算額 差引増減額 備　　考

円 円 円

１長寿命化対策

　(1)長寿命化対策

　　水利施設整備

　　機能保全計画策定等

　　実施計画策定

　　水利用調査・調整

　　耐震性点検・調査

２防災減災対策

　(1)自然災害等対策

　　ため池整備

　　湛水防除

　　地盤沈下対策

　　農業用用排水施設整備

　　土砂崩壊防止

　　特定農業用管水路等特別対策

　　農業用河川工作物応急対策

　　施設撤去・廃止

　　水質保全対策

　　利活用保全

　　機能保全計画策定等

　　実施計画策定

　　耐震性点検・調査

　　安全度評価

　(2)危機管理対策

　　　危機管理システム等整備

　　　安全確保対策

　(3)ため池防災環境整備

　　緊急的な防災対策

　　地域防災上のリスク除去

　　ハード整備の着手促進

　(4)流域治水対策

　　農業用用排水施設整備

　　危機管理システム等整備  

　　附帯安全施設整備  

　　管理体制強化対策

３ため池の保全・避難対策

　(1)ため池の保全・避難対策

　　ハザードマップ作成

　　監視・管理体制の強化

　　減災対策の実施

計

予算議決　　　　　年　　月　　日

収　　支　　精　　算　　書

（注）　前回までの申請額に修正がある場合は、上段に行を追加して前回申請額を括弧書で記載し、下段に変更後
　　　申請額を記載してください。　


